














































































































































調査対象： 全国市町村および東京都特別区の企画調整部局 標本数：1,740 自治体 
調査方法： DM にて調査票を配布し、郵送またはメールにて回収 
調査時期： 2015 年 11 月 16 日～2016 年 1 月 7 日（最終締切） 
回 収 数： 654 自治体（回収率 37.6％） 
調査内容： 持続可能な発展の視点の計画掲載状況（12 項目） 
     地域創生(持続可能な地域づくり)施策・事業の実施状況（30 項目） 
     計画における指標・数値目標の設定状況（15 項目） 
     持続可能な地域づくりに関する組織・制度（3 項目） 









図 2.1 に地域創生政策指標の算定結果を、表 2.2 に地域創生施策・事業の実施状況の岡山





















図 2.1 地域創生政策指標の算定結果 
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表 2.2 岡山県内市町村の回答と地域創生政策指標の算定結果 
 
 
























地域創生政策指標値 80.0 66.7 70.0 20.0 50.0 40.0 53.3 13.3 33.3 66.7 36.7
公共住宅の建設や公共事業の受託業者に対する、地場材や地域材の活用の義務づけ ◎ △
自転車専用道路の整備、自転車の貸し出し,パーク＆ライド用の駐車場設置、中心市街地での過度な駐車場の抑制 ◎ ◎ ◎ △ ◎
住宅団地や大規模店舗・事業所などの建設許可時に公共交通手段の確保や自動車交通発生抑制の留意要請 ◎
コミュニティバンキングなどによる金融機関との連携のしくみづくり ◎ ◎ △
地域資源を活用した生業･伝統･地場産業及び新しい産業連携の奨励・支援 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ △ △ ◎
若い世代の結婚仲介や出産費用、子どもの検診・生活用品購入費用等の補助 ◎ ◎ △ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎
コミュニティビジネスなど、地域内での新しい起業活動の奨励・支援 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ △ ◎ △ ◎ ◎ ◎
ベンチャー企業の進出支援（例：サテライトオフィス、テレワーク環境、ＩＣＴインフラ整備等） ◎ ◎ ◎ ◎ △ △ △ ◎ △
地元企業の就職説明会や職場体験等、若い世代の就業支援 ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ △ △ ◎
林地残材や製材工場端材、家畜糞尿発酵によるによる木質バイオマスエネルギーの奨励・支援 ◎ ◎ ◎ △ △ ◎
棚田オーナー制、クラインガルテン（市民農園）、農家民泊等等、グリーンツーリズムの奨励・支援
田んぼの学校、里山管理等、農林業を通じての子ども達への環境教育活動の実施 ◎ ◎ ◎ ○ ◎ △ △ ◎ ◎
農家レストラン、地場産品加工（6次産業化）、農産物販売所等の運営や支援 ◎ ◎ ◎ △ ○ ◎ ◎ △ ◎ ◎
資源のリユースや生ごみ堆肥化など、民間のリサイクル活動の奨励・支援 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ △ ◎
地域の団体または住民による野生生物の生息空間（ビオトープ)の整備や修復に関する活動支援 ◎ ◎ ◎ △
住民や地元企業が主体となった自然エネルギー利用施設の導入支援や電気・熱の小売り会社の設立・設立支援 ◎ ◎ ◎ ◎ △ ◎ ◎
高齢者や障害者が福祉施設や市民利用施設に行くための送迎バス・巡回バスなどの整備 ◎ ◎ △ ◎ ◎ ◎ △ ◎ ◎
地域の環境保全活動への高齢者や障害者への参加など、環境保全が生きがいづくりにつながる取組みの奨励・支援 ◎ ◎ △ ◎
障害者･女性･高齢者の雇用環境改善による，健康で働きやすい環境の整備 ◎ ◎ ◎ △ △ △ △ △ ○
地区や集落の住民が中心となる環境改善活動や、地域の活性化・社会の改善に関する活動の奨励・支援 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ △ △ ◎ ◎
地域通貨やポイントカードなどを利用した地元商店からの商品・サービスの購入の奨励・支援 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○
子どもや青少年、成人を対象にした、持続可能な社会の担い手を育成するコミュニティ教育活動の奨励・支援 ◎ ◎ ◎ △ ◎ ◎ △ △ ◎ ◎ ◎
世界の人権・貧困問題や国際協力に関して取り組むNPOや団体への財政的・物的・人的支援 ◎ △
地域づくり等の拠点としての廃校や空き教室の活用または活用の支援 ◎ △ ◎ △ ◎ △
奨学金制度の創設などによる子どもの進学の支援 ◎ ◎ △ ◎ ◎ ◎ ◎
小学校区や町会など地区単位や、集落単位での住民の自主的な計画づくりの奨励・支援 ◎ ◎ ◎ ◎ △ △ ◎ ◎
途上国への職員派遣や職員受け入れの実施（教育、防災、健康福祉、環境保全など）
空き家・空き店舗の情報整理・提供や、改修・有効活用支援 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎
多世代交流・多機能型の地域拠点の整備 △ ◎ ◎ ◎ ◎ △ ◎ ◎















以上のことから、表 3.1 に掲げるようなデータを用いて算定することにした。 
 






































算した。その結果、西粟倉村が 94.4 で最も高く、次いで岡山市の 69.0 となった。 
 

































































33100 岡山市 69.0 3 4 1 322 -29 -43 -74 176 59 11% 10% -3% 0% 6% 10% 17% 47,730
33202 倉敷市 49.2 2 1 1 51 -34 -99 30 -52 -161 8% 7% -4% -1% 2% 7% 12% 20,609
33203 津山市 38.1 0 1 1 -54 -55 -22 -3 -134 -239 7% 6% -3% -1% 0% 6% 10% 5,752
33205 笠岡市 4.8 0 1 0 -99 -101 -36 -14 -250 -320 7% 4% -4% -3% 4% 6% -1,776
33212 瀬戸内市 49.2 2 1 1 -82 -45 -5 37 -95 43 6% 6% -6% -4% 1% 6% 12% 3,261
33216 浅口市 10.3 1 1 0 -73 -38 31 0 -80 -36 5% 5% -6% -3% 63% 5% 0% -1,622
33461 矢掛町 10.3 1 1 0 -41 -27 5 -1 -64 -48 8% 4% -1% 0% 6% 4% 15% -648
33622 勝央町 43.7 1 1 1 -22 1 -4 -5 -30 -20 7% 3% -4% -14% 3% 6% 623
33623 奈義町 42.9 0 2 1 -36 -13 -3 -2 -54 -15 10% 6% 2% -1% 14% 5% 7% 55
33643 西粟倉村 94.4 5 7 1 -3 2 11 2 12 25 14% 19% 4% 9% 21% 41% 10
33663 久米南町 10.3 1 1 0 -15 -15 1 0 -29 -30 5% 4% -14% -5% 4% 2% -188











































4.1 のように、小中学校はＡ市 9 校（小学校 6、中学
校 3）、Ｂ市 6 校（小学校 4、中学校 2）となった。 
社会教育施設はＡ市のみが対象であるが、公民館






   Ａ市：ESD推進課、生涯学習課、教育委員会学校教育部指導課 




  3) 実施期間 





































結果を図 5.1 に示す。学校の全体スコアはＢ市が 50.7、Ａ市が 24.4 となった。Ｂ市は中
学校のスコアが大きく、Ａ市は小学校のほうがスコアが大きくなった（図 5.1）。 
 

































公民館が 61.9 と最も大きく、次いで民間団体が 55.9、公民館以外の行政が 12.7 となった。 
 

























1 貧困 11 公害・生活環境
2 食・農 12 消費者
3 健康・福祉・薬害 13 気候変動
4 教育 14 海洋生物保護
5 男女共同参画 15 陸上生物保護
6 水・衛生 16 平和・国際理解
7 エネルギー 17 協働
8 労働・キャリア 18 歴史・伝統文化
9 科学技術 19 金融・税金




結果を図 6.1 に示す。学校の全体スコアはＢ市が 48.6、Ａ市が 31.2 となった。Ｂ市は小
学校のスコアが大きく、Ａ市は中学校のほうがスコアがやや大きくなった。 
 
図 6.1 小中学校のESD活動指標算定値 
 
2) 社会教育施設 
結果を図 6.2 に示す。Ａ市のみの結果であるが、全体では 12.4 と小中学校に比べて低く
なった。種類別では、公民館が 19.8 と最も高く、民間団体 9.2、公民館以外の行政 8.0 とな
った。 
 






















































































そこで表 7.2 に示す６つの指標を代表指標として選定した上で、相関係数が 99％で有意
なら 2 ポイント、90％で有意なら 1 ポイントとし、その合計を政策の重要度＝ウエイトと





談」も 4 ポイントと効果が高いことがわかった。 

































































2 自転車専用道路整備、中心市街地での駐車場抑制等 ** * **
3 建設許可の際の公共交通確保や自動車交通発生抑制 **




8 ベンチャー企業の進出支援 ** ** **
9 就職説明会や職場体験等若い世代の就業支援 ** **




14 資源のリユースや生ごみ堆肥化等の奨励・支援 ** *
15 野生生物の生息空間整備や修復に関する活動支援 **
16 市民共同発電所や電気・熱の小売会社の設立支援 * ** **












29 多世代交流・多機能型の地域拠点の整備 * *











1 公共住宅等の地場材や地域材の活用の義務づけ 0 0 0
2 自転車専用道路整備、中心市街地での駐車場抑制等 2 1 5
3 建設許可の際の公共交通確保や自動車交通発生抑制 1 0 2
4 コミュニティバンキング等の金融機関との連携 1 2 4
5 地域資源を活用した生業･伝統･地場産業の奨励 1 0 2
6 結婚仲介や出産・子育て費用等の補助 1 0 2
7 地域内での新しい起業活動の奨励・支援 0 1 1
8 ベンチャー企業の進出支援 3 0 6
9 就職説明会や職場体験等若い世代の就業支援 2 0 4
10 木質バイオマス発電・熱利用・バイオガス利用等 0 2 2
11 棚田オーナー制、グリーンツーリズムの奨励・支援 0 0 0
12 農林業を通じての子ども達への環境教育活動の実施 0 0 0
13 地場産品加工、農産物販売所等の運営や支援 0 0 0
14 資源のリユースや生ごみ堆肥化等の奨励・支援 1 1 3
15 野生生物の生息空間整備や修復に関する活動支援 1 0 2
16 市民共同発電所や電気・熱の小売会社の設立支援 2 1 5
17 福祉施設や市民利用施設への送迎バス・巡回バス 0 2 2
18 環境保全活動への高齢者や障害者への参加奨励 0 0 0
19 障害者･女性･高齢者の雇用環境改善 0 1 1
20 住民主体の環境改善・地域活性化活動の奨励・支援 1 0 2
21 地域通貨やポイントカード導入による商業振興支援 1 0 2
22 コミュニティ教育活動（地域発見等）の奨励・支援 0 1 1
23 世界の人権・貧困問題や国際協力活動への支援 0 0 0
24 廃校や空き教室の活用または活用の支援 0 2 2
25 奨学金制度の創設などによる子どもの進学の支援 0 0 0
26 地区単位の住民の自主的な計画づくりの支援 0 0 0
27 途上国への職員派遣や職員受け入れの実施 0 0 0
28 空き家・空き店舗の情報提供・改修・有効活用支援 0 1 1
29 多世代交流・多機能型の地域拠点の整備 0 2 2











ア 居場所の設置、食事・生活用品などの提供（貧困高齢者） 19 1
イ 居場所の設置、食事・生活用品などの提供（子ども） 19 1
ウ 居場所の設置、食事・生活用品などの提供（ひとり親） 19 1
エ 居場所の設置、食事・生活用品などの提供（途上国貧困層） 19 1
ア 農作業 22 1
イ 農産物の加工 13 0.5
ウ 農産物・加工品の販売 13 0.5
エ 飲食店・コーナー運営 5 2
オ 農家民泊 5 2
カ 食品の送付・配布 23 0.5
キ 途上国の農業支援 23 0.5
ア 健康づくり活動（対象：高齢者） 19 1
イ 健康づくり活動（対象：障がい者） 19 1
ウ 居場所の提供・話し相手（対象：高齢者） 19 1
エ 居場所の提供・話し相手（対象：障がい者） 19 1
オ 居場所の提供・話し相手（対象：ひとり親家庭） 19 1
カ 居場所の提供・話し相手（対象：子ども） 6 2
キ 料理・遊びなどの共同活動（高齢者） 18 0.5
ク 料理・遊びなどの共同活動（障がい者） 18 0.5
ケ 料理・遊びなどの共同活動（ひとり親家庭） 18 0.5
コ 料理・遊びなどの共同活動（乳幼児） 6 2
サ 料理・遊びなどの共同活動（その他） 18 0.5
シ 途上国の人々の医療・健康・福祉支援 23 0.5
ア 子ども（下級生）の学習活動支援 6 2
イ 途上国の子どもへの文房具など教育物資支援 23 0.5
ア 働く女性の生活支援 6 2
イ 女性の人権擁護活動 6 2
ア 河川・水路・池・側溝等の清掃・補修 20 2
イ 水道やトイレの設置・管理 20 2
ウ 雨水などの未利用水の有効利用 20 2
エ 途上国の上下水道設備設置支援 23 0.5
ア 企業や商店・公共施設での就労活動 9 4
イ 歴史的遺産・建築物の保護 5 2
ウ 空き家や空き教室の活用や維持管理・修復 28 1
エ 地場産品や伝統工芸品などの開発・販売 5 2
オ 観光拠点やガイドツアーの企画・運営 20 2
カ 地域情報発信媒体（新聞・放送・WEBｻｲﾄ等）の企画・運営 20 2
キ 地域活性化イベントの企画・運営 20 2
ク 不当労働行為をなくす運動 0.5
ア ベンチャーやコミュニティビジネスなどの起業 8,7 6
イ ITやAIを用いたシステム開発 8 6
ア いじめや差別、LGBTへの偏見をなくす活動 0.5
イ 途上国の支援（衣食住、教育、防災、健康福祉、環境・衛生など） 23 0.5
ウ 外国人の日本の生活・文化体験 23 0.5
エ 諸外国の生活・文化体験活動など異文化理解 23 0.5
ア 自転車・歩行者の安全走行・歩行や利用促進 2 5
イ 公共交通利用促進やマイカー利用抑制 4 4
ウ 道路・公園など共有空間の清掃・補修・維持管理 20 2
エ 道路・公園、集会所の清掃・補修など共有資源の維持管理 20 2
オ 地域の安全性調査（防災マップ・防犯マップ製作など） 22 1
カ 防災・防犯グッズの提供・製作 20 2
キ 災害発生時の避難・救護・復旧活動 20 2
ク 花や木の栽培・植樹や手入れ 20 2
ア 書籍・文具・服・靴など不要品の収集・提供 14 3
イ 生産・流通過程で発生する廃棄物や不要品の有効活用 14 3
ウ 余り食材・賞味期限切れ前食材の有効利用 14 3





ア エネルギー使用量の把握 20 2
イ 省エネ活動 20 2
ウ 再生可能エネルギー設備の製作・出資（種類：太陽光） 16 5
エ 再生可能エネルギー設備の製作・出資（種類：.風力） 16,10 5
オ 再生可能エネルギー設備の製作・出資（種類：小水力） 16,10 5
カ 再生可能エネルギー設備の製作・出資（種類：木質バイオマス） 16,10 5
キ 再生可能エネルギー設備の製作・出資（種類：その他） 16,10 5
ア 海や海辺の生物観察 20 2
イ 海辺の清掃・維持管理 20 2
ウ プラスチック製品の不使用 20 2
エ 海洋生物保護 20 2
オ 途上国などの海洋生物保護支援 23 0.5
ア 野生生物の観察・生態調査 20 2
イ 野生生物の保護・飼育 20 2
ウ 野生生物の生息空間（ビオトープ)の製作・修復・清掃 15 2
エ 途上国などの陸上生物保護支援 23 0.5
ア 平和維持・反戦活動 23 0.5
イ 国際紛争地域に住む人々や難民との対話 23 0.5
ウ 国際紛争地域に住む人々や難民の生活支援 23 0.5
ア 住民や企業との連携の場の設定 0.5
イ 多世代交流の場や機会の設定 29 2
ウ 住民組織のビジョンや事業計画づくり 26 0.5












































































図 7.2 A市における社会教育施設の地域創生活動指標算定値 
 78 
3) 当初案と改良案の比較―Ｂ市の例― 
当初の算定方法と改良した算定方法を比較した結果を図 7.3 に示した。 
当初方法では、Ｄ中学校が 54.1 と抜きん出ており、他の小中学校は 5～14 にとどまって
いるが、質問（選択肢）を改良するとＤ中学校が 34.0、他校が 10～15 とその差が縮まっ
た。さらに計算改良した場合はＤ中学校が 83.6 であるのに対し、Ｇ小学校、Ｊ小学校、Ｃ
中学校が 60 台と大幅にスコアが上昇した。 
さらにウエイトを改良すると、計算改良に比べると劣り、当初方法と同じくらいになった。










表 8.1 に ESD 政策指標、ESD 活動指標、地域創生活動指標を一覧表に示した。この 3 つ































G小学校 H小学校 I小学校 J小学校 C中学校 D中学校
当初方法 質問改良
計算改良 客観効果






2) ESD 政策指標と ESD 活動指標の関係 







3) ESD 活動指標と地域創生活動指標の関係 








A市 24.4 31.2 12.6
B市 50.7 48.6 30.4
A市小学校 27.4 30.3 12.4
A市中学校 18.3 33.0 13.0
B市小学校 45.0 53.8 9.4
B市中学校 62.1 38.3 34.1
表 8.1 3 つの指標の総括表（学校教育） 
図 8.1 ESD政策指標とESD活動指標の関係 
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図 8.3 は、Ｂ市において個別の小中学校別に ESD 活動指標と地域創生活動指標（ウエイ
ト改良版）の関係をみたものである。Ｊ小学校は ESD 大賞の受賞校であり、まちづくり協
議会や PTA と連携し「桜絆プロジェクト」を進めるなど ESD 活動は活発に行われている
が、地域創生活動指標からみた地域創生の成果としてはそれほど大きくはない。一方Ｄ中学
図 8.2 ESD活動指標と地域創生活動指標（当初案）の関係 





















今後さらに SDGs の 17 の目標ごとに数値化すれば、SDGs に関する目標の進捗管理指標
として活用可能である。また、学校や社会教育施設など主体ごとの指標値を算定すること
で、ローカルアジェンダ 2030 の進捗管理指標として活用が可能といえる。 
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（なかぐち・たかひろ 立教大学ESD研究所客員研究員／芝浦工業大学システム理工学部
教授） 
